
市町村名 特措法対応 独自対応 備考

対策計画
（法第6条）

協議会
（法第7条）

実態調査
（法第9条他）

条例 除却補
助

鳥取市 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

米子市 ◎ ―※ △ ◎ ◎

倉吉市 ◎ ―※ ◎ ◎ ◎

境港市 ◎ △ ◎ ◎ ◎

岩美町 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

八頭町 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

若桜町 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

智頭町 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

湯梨浜町 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

三朝町 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

北栄町 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

琴浦町 ◎ ―※ ◎ ◎ ◎

大山町 ◎ ◎ ◎ ― ◎

日吉津村 ― ― ◎ ― ―

伯耆町 ◎ ◎ ◎ ― ◎

南部町 △ ―※ ― ◎ ◎

江府町 ◎ ◎ ◎ ― ◎

日野町 △ ― ◎ ◎ ―

日南町 ◎ ◎ △ ◎ ◎

注） ◎：設置・実施済 △：今後予定 －：予定なし
※：市町村条例や要綱に基づき法定外で設置、実施済

【資料編】 県内市町村における空き家対策の実施状況

（R4 鳥取県中山間地域政策課、自治体聞取り）
※令和５年２月２１日時点
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条例設置済 ： ４市８町

市町村
制度
有無

補助対象となる危険空き家

補助率 補助上限 充当国費

住宅 蔵・納屋等 その他

鳥取市 ○ ○ 1/2 600千円 空き家対策総
合支援事業

米子市 ○ ○ ○ ○ 4/5 1,200千円 空き家対策総
合支援事業

倉吉市 ○ ○ ○ ○ 4/5 1,200千円
※勧告物件…上限なし

空き家対策総
合支援事業

境港市 ○ ○ ○ 4/5 1,200千円 空き家対策総
合支援事業

岩美町 ○ ○ ○ ○ 1/2 600千円 空き家対策総
合支援事業

八頭町 ○ ○ ○ ○ 1/2 住宅：1,000千円
蔵・倉庫等：500千円

空き家対策総
合支援事業

若桜町 ○ ○ ○ 1/2 住宅：600千円
工作物等：300千円

空き家対策総
合支援事業

智頭町 ○ ○ ○ ○ 1/2 住宅：600千円
工作物等：300千円

空き家対策総
合支援事業

三朝町 ○ ○ 1/2 600千円 空き家対策総
合支援事業

湯梨浜町 ○
○ 4/5

4,000千円 空き家対策総
合支援事業

○ 2/3

琴浦町 ○ ○ 1/2 1,200千円 空き家対策総
合支援事業

北栄町 ○ ○ ○ 4/5 上限なし 空き家対策総
合支援事業

日吉津村 ×

大山町 ○ 1/2 500千円 空き家対策総
合支援事業

南部町 ○ ○ ○ 1/5 300千円 なし（町単独）

伯耆町 ○ ○ ○ 1/2 600千円 なし（町単独）

日南町 ○ ○ 1/5 300千円 空き家対策総
合支援事業

日野町 ×

江府町 ○ ○ ○ 4/5 500千円 空き家対策総
合支援事業

（R4 鳥取県中山間地域政策課）
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【資料編】 関連法令による空き家等の撤去フロー

法令による措置命令

代執行の事前準備

①事前調査
②相手方への自主履行の再指導
③代執行に伴う作業計画、経費等の計画
④タイムスケジュールの作成、調整

戒告書の作成・交付（法第３条第１項）

（期限までに措置が講じられない場合に代執行する旨の通知）

非常の場合又は危険切迫の場合
で、代執行の実施について、緊急
の必要がある場合（法第３条第３
項）

代執行令書の通知（法第３条第１項）

①代執行の時期
②代執行のために派遣する執行責任者の締め
③代執行に要する費用の概算見積額

代執行の実行（法第４条）

代執行費用納付命令書の交付（法第４条）

①納付期限
②納付金額
③納付方法
④代執行施行期日

※代執行に要した費用の徴収

国税滞納処分の例（差押え）による費用の強制徴収（法第４条）
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法令遵守の指導（法第18、19条）

・空き家が廃棄物と認定できない場合
・廃棄物と認定できた場合であっても、
生活環境の保全上支障が生じておらず、
そのおそれも認められていないこと

違反内容の精査

・空き家が廃棄物と認定できる場合

・空き家が廃棄物と認定できた場合
であって、生活環境の保全上支障が
生じ、または生ずるおそれがあること

被処分者の調査

・被処分者を確知できる場合

措置命令
（法第19条の４第１項）

命令書の交付

措置完了

○廃棄物処理法が適用される空き家の状況

空き家の状況が、一般廃棄物処理基準に適合しない一般廃棄物の処分が行われた
場合と認められる状況にあること。
・空き家が廃棄物と認定できること
・廃棄物と認定できる場合であって、その状況が生活環境の保全上の支障が
生じ、または生ずるおそれがあると認められること

終 了

・被処分者を確知できない場合

代執行及び費用を
徴収する旨の公告
（法第19条の７第１項）

代執行（法第19条の７第１項）
次のいずれかに該当する場合
○期限までに命令に係る措置を講じないとき、講じても十分でないとき、又は講じる
見込みがないとき
○過失がなくて被処分者を確知できない場合
○一般廃棄物の広域処理を行う認定業者が期限までに命令に係る措置を講じないとき、
講じても十分でないとき、又は講じる見込みがないとき
○緊急措置を要する場合において、措置を講ずべきことを命じる時間がないとき

費用の徴収（法第19条の７第５項）
-4-



沿道の空き家が
道路の構造に損
害や交通に危険
を及ぼすおそれが
ある場合

空き家（の一部）を除却せず、
放置している行為が、道路の
構造または交通に支障を及
ぼすおそれがある行為（道路
法第４３条第２号）に該当する
ものとして、道路管理者が監
督処分（道路法第７１条第１項
第１号）を発動し、空き家（の
一部）の除却等を命ずる

非常災害時における公用負
担として、空き家を処分する
（道路法第６８条第３号）

Yes

代執行の手続きにより、道路
管理者による空き家（の一部）
の除却

○道路法が適用される空き家の状況

空き家の状況が、道路の構造または交通に支障を及ぼすおそれがあると認められる
状況にあること。

相手方が措置命令に応じないとき

空き家（の一部）が道路区域内に存するか？

No

非常災害時の場合

空き家の管理者による道路等
への損害または危険を防止
するための施設の設置また
は危険を防止するための必
要な措置（道路法第４４条第３
号）相手方が悪質な違反者であるとき

道路法第100条第３号、第102
条第４号違反の嫌疑で当該
空き家の管理者を刑事告発
する（刑事訴訟法第239条第２
項）

道路管理者が特に必要と認める場合

空き家の管理者に対する措
置命令（道路法第４４条第４
号）

代執行の手続きにより、道路
管理者が空き家の除却等を
自ら行うとともに、悪質な違反
者に対しては、道路法第104
条違反の嫌疑で当該空き家
の管理者を刑事告発する（刑
事訴訟法第239条第２項）

空き家の管理者が措置命令に応じな
いとき
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行為者、所有
者等が特定で
きない場合

火災の予防又は消防活動の障害除去のための措置命令
（法第３条第１項）

①防火対象物の改修、移転、除去、工事の停止又は危険物、
放置されみだりに存置された燃焼のおそれのある物件の除
去、その他の処理

②上記以外の物件で、放置されみだりに存置された物件の
整理又は除去

防火対象物についての所要措置の命令（法第５条第１項）

防火対象物の位置、構造、設備又は管理の状況について、
火災の予防に危険であると認められる場合等について、当
該防火対象物の改修、移転、除去、工事の停止又は中止等
の必要な措置の命令

対応不可

費用の徴収（法第３条第４項）

・消防法に基づく措置命令は、火災予
防に必要な最小限の範囲における物
件等の除却等に限定される。（措置命
令の前提として、空き家における火災
予防上の所有者等の行為もしくは物
件の状況が把握されていることが必
要）

行為者、所有者の特定

・屋外において火災の予防に危険な行
為をすると認められる者

・火災の予防、消化、避難、その他の消
防活動に支障になると認める空き家の
所有者、管理者、占有者

○空き家に対する消防法の適用
の限界

代執行（法第３条第４項…行政代執行法の適用）

次のいずれかに該当する場合
○措置命令に基づき、措置を履行しないとき
○措置が十分でないとき
○期限までに措置の完了の見込みがないとき

○空き家における火災予防上の所有者等の行為の把握
○空き家物件の状況把握

措置完了
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○空き家に対する災害対策基本法
の適用の限界

空き家の所有者等を特定し、平時より所有者等の責
任による空き家の修繕、雪下ろし等を促す取組みの
実施

○災害対策基本法第２条による災害（暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴
火、竜巻等）により、応急措置の実施が必要と認められる状況にあること。

・災害対策基本法に基づく応急公用
負担は、危険を防ぐための緊急避難
措置として必要な場合に行われるも
のに限定（倒壊のおそれのある空き
家について、予防的に当該家屋自体
の撤去を行うことまで認めているもの
ではない）

空き家の所有者等を確知している場合

応急公用負担に係る空き家の所有者等
への通知（令第24条）

応急公用負担の実施（法第64条第１項）
※応急措置を実施するための空き家等への立入り

災害対策基本法に基づく災害が発生または発生しよ
うとする場合

災害（住民の生命への被害等）の発生又は発生のお
それがあると判断され、かつ応急措置を実施するた
め緊急の必要があると認める場合

空き家の所有者等を確知していない場合

応急公用負担の実施に係る公示（令第
24条）

事務管理（応急措置等）の実施（民法第697条及び
第700条但し書き）

事務管理を始めたことの所有者等への通
知（民法第699条）

事務管理を始めたことの公示（民法第98
条）

措 置 完 了

費用の償還請求（民法第702条）
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○民法の事務管理を行うことができる空き家の状況
・除雪等を行わないことによる近隣住民や歩行者への損害を与える可能性が高い場合

・事務管理による私有財産の保護よりも住民の生命や財産などの利益の方が大きいことを
客観的に説明できる場合 など

事務管理を行うことの検討
・公益性の程度
・空き家所有者等のために行う意思があること
・法律上の義務がないこと
・空き家所有者等の意思及び利益に適合すること

空き家の所有者等を特定し、平時より所有者等の責
任による空き家の修繕、雪下ろし等を促す取組みの
実施

事務管理（応急措置等）の実施（民法第697条及び
第700条但し書き）

事務管理を始めたことの所有者等への通
知（民法第699条）

事務管理を始めたことの公示（民法第98
条）

現地調査の実施

措 置 完 了

空き家への立入り

費用の償還請求（民法第702条）
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既存不適格建築物であり、
著しく保安上危険又は著しく
衛生上有害であると認めら
れるもの

危険性があると
判断した場合

所有者に対する命令（法第10
条第3項）

代執行
（法第10条第４項に基づき、法第９条第
12項を準用）

住民からの通報
空き家調査による発見 等

現 地 調 査

危険性がないと判断した場合

調 査 終 了所 有 者 調 査

所有者を確知でき
る場合

所有者に対する指導（法第8
条）

所有者に対する勧告（法第10
条第1項）

所有者不明案件として定期的
に現地調査

法第６条第１項第１号に
掲げる特殊建築物の場合

勧告に従わない場合

所有者に対する命令（法第10
条第2項）

命令に従わない場合

略式代執行
※予め公告し、自ら措置を行うこと
（法第10条第４項に基づき、法第９条第11
項を準用）

措 置 完 了

既存不適格建築物
であり、著しく保安上
危険又は著しく衛生
上有害であると認め
られるもの（法第10
条）
かつ

その状態を放置する
ことが著しく公益に反
すると認められる場
合(法第９条第１項)
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氏 名 所属等

1 𠮷田 英人 八頭町長

2 佐々木 真一 八頭町特定空き家等判定委員会

3 藤田 昭芳 八頭町特定空き家等判定委員会

4 平木 ひろみ 八頭町社会福祉協議会

5 清水 章雄 八頭町都市計画審議会

6 森下 佳代子 八頭町連合婦人会

7 中村 聡志 八頭町地域おこし協力隊

8 石川 和美 鳥取地方法務局

9 松本 大司 鳥取県司法書士会

10 森木 磨 鳥取県土地家屋調査士会

1 尾崎 恵輝 鳥取県中山間地域政策課

1 岡崎 好美 企画課長

2 田中 健之 企画課担当

八頭町空き家対策協議会

■委員

■アドバイザー

■事務局
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